
  
 

 

水上公園 

整備・管理運営事業者 

募集要項 

【修正版：平成27年4月6日】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２７年２月 

福岡市住宅都市局



1 
 

目次 

第 1 事業の概要 ............................................................................................................... 3 

1 事業の背景 .................................................................................................................... 3 
2 整備・管理運営事業者募集の目的 ............................................................................... 4 
3 用語の定義 .................................................................................................................... 4 
4 業務内容 ........................................................................................................................ 5 
5 事業対象地 .................................................................................................................... 6 
6 事業スケジュール及び流れ .......................................................................................... 7 
7 事業期間 ........................................................................................................................ 8 
8 事業実施の前提条件 ..................................................................................................... 8 

第 2 事業提案の作成にあたっての条件等........................................................................ 10 

1 共通事項 ...................................................................................................................... 10 
2 「Ⅰ 水上公園整備・管理運営事業基本計画」作成に関する条件 .......................... 10 
3 「Ⅱ 民設民営の休養施設等の設置・管理運営計画」に関する条件等 ..................... 13 
4 「Ⅲ 水上公園実施設計業務委託額の提案及び実施方針」に関する条件等 ............ 16 
5 「Ⅳ 水上公園の整備工事に係る官民の役割分担及び実施方針」に関する条件等 ... 16 
6 「Ⅴ 水上公園の維持管理に係る官民の役割分担及び実施方針」に関する条件等 ... 17 

第 3 事業実施にあたっての条件等 .................................................................................. 20 

1 関係法令等 .................................................................................................................. 20 
2 基本協定にあたっての条件等 ..................................................................................... 20 
3 民設民営の休養施設等の設置にあたっての条件等 .................................................... 20 
4 水上公園整備実施設計業務の実施にあたっての条件等 ............................................. 21 
5 水上公園整備工事の実施にあたっての条件等 ........................................................... 21 
6 民設民営の休養施設等の管理運営及び水上公園の維持管理にあたっての条件等 .... 22 
7 事業期間及び事業評価等に関する条件等 .................................................................. 23 
8 リスク分担 .................................................................................................................. 24 
9 私権の制限 .................................................................................................................. 25 
10 第三者の使用等 ........................................................................................................... 26 
11 委託の禁止等 .............................................................................................................. 26 
12 保証金等 ...................................................................................................................... 26 
13 原状回復の義務 ........................................................................................................... 26 
14 事業内容等の変更 ....................................................................................................... 27 
15 事業の中止 .................................................................................................................. 28 



2 
 

第 4 応募者に必要な要件 ................................................................................................ 29 

1 応募者の構成等 ........................................................................................................... 29 
2 応募者に必要な資格 ................................................................................................... 29 

第 5 応募手続き等 ........................................................................................................... 32 

1 応募の手続き .............................................................................................................. 32 
2 応募書類 ...................................................................................................................... 33 

第 6 選定プロセス ........................................................................................................... 37 

1 選定方法 ...................................................................................................................... 37 
2 評価の視点 .................................................................................................................. 37 
3 プレゼンテーション及びヒアリングの実施 ............................................................... 40 
4 結果の公表 .................................................................................................................. 40 

 
 

【別添資料】 

別紙１ 水上公園社会実験の検証及び整備の方向性（案） 

別紙２ 位置図 

別紙３ 水上公園平面図 

別紙４ 都市公園における建ぺい率の特例 

別紙５ 下水道管理施設平面図・構造図 

別紙６ 博多どんたく港まつり観光桟敷席設置例 

別紙７ 公園緑地維持管理業務共通仕様書 

別紙８ 水上公園整備・管理運営事業基本協定書（案） 

別紙９ 水上公園実施設計業務委託契約書（案） 

別紙 10 水上公園整備工事請負契約書（案） 

別紙 11 設計業務委託仕様書（案） 

 

様式集 

  



3 
 

第1  事業の概要  
 1  事業の背景  
（１）福岡市の都心部における水辺空間づくり 

福岡市の都心部を流れる那珂川と博多川，薬院新川沿いには，水上公園をはじめ清

流公園，西中洲公園，中島公園，天神中央公園などの公園が連なっています。 

「福岡市都市計画マスタープラ

ン（H26年5月策定）」においては，

都心部の回遊・景観・緑づくりの基

本的な方針として，「魅力ある景観

が連続する回遊空間の創出とおも

てなしの顔づくり」「公園や水辺，

オープンスペースなどを利用した，

地区特性に応じた賑わいや憩いの

場づくり」を進めることとしており，

その中でも，都心部を流れる那珂川

や博多川を「河川緑地軸」として，

地域の散策・憩いの場となるととも

に，緑と広がりのある景観が連続し

たゆとりと潤いのある水辺空間づくりを進めることとしています。 

また，都心部の水辺空間に位置する公園は，都心部の貴重なオープンスペースであ

り，賑わいの創出や憩いの場としての機能が期待されており，現在，産学官の連携組

織である「福岡地域戦略推進協議会（FDC）」でも，水辺空間（リバーフロント）の活

性化について議論がなされています。 

※参考：福岡地域戦略推進協議会http://www.fukuoka-dc.jpn.com/?page_id=10063 

（２）水上公園の概要 

水上公園（中央区西中洲）は，幹線道路である明治通り，那珂川及び薬院新川に挟

まれ，幹線沿いかつ水辺の好立地にあり，都心のシンボル的空間に位置しています。 

現在は，下水道施設のための占用工事により，施設を全て撤去していますが，下水

道占用工事終了後，平成27年度中に整備を行い，平成28年度にオープンする予定です。 

（３）社会実験の実施及び検証 

水上公園は，都心のシンボル的空間として整備されているものの，利用者が少なく，

十分に活かされていないといった課題がありました。 

そこで，福岡市では，平成25年度，都心部の水辺空間を活用した賑わい創出や回遊

性の向上を図るため，飲食物の販売やイベントの開催などの社会実験を行い，水上公

園の整備計画のあり方を検証しました。 

 ※別紙１「水上公園社会実験の検証及び整備の方向性（案）」参照 

将来の都市構造 
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（４）民間発案の実施及び検証 

民間活力の導入に向け，民間事業者の意向や公園への評価・期待，官民の役割分担，

事業実施に向けての課題等を把握するために，平成26年９月に民間発案を募集しまし

た。 

民間発案では，６案の提案があり，飲食施設の設置やランドマーク性のある建築物

の設置，イベントの実施，観光や都市戦略などの情報発信などを，民設民営や公設民

営で行うなどの提案があり，条件によっては民間活力の導入の可能性があることが分

かりました。 

この結果を踏まえ，本事業については，公園の計画から整備，管理運営までを一貫

して，民間活力を導入しながら実施することとしました。 

※ 平成26年度の民間発案はアイデアを頂くために募ったものであり，６案の発案者

に対して今回の提案競技において有利な取り扱いを行うものではありません。 

 

 2  整備・管理運営事業者募集の目的 
今回の水上公園の整備にあたっては，都心部の水辺空間を活用した賑わい・憩い空間

の拠点として，高質な建築物などによる休養機能の向上や賑わいの創出，シンボリック

な景観の形成，その他利用者サービスの向上を図るために，民間活力を導入して整備・

管理運営を行います。 

具体的には，水上公園全体のトータルデザイン，公園の設計業務，整備工事業務，民

設民営の休養施設等の設置及び管理運営業務，公園の維持管理業務等を一括して担う事

業者を公募することにより，民間活力を効果的に活用した公園の整備・管理運営を行い

ます。 

本募集は，本事業の事業者の候補者を，公募型プロポーザル方式で選定するものです。 

    

 3 用語の定義 
  本事業における用語の意義は，次のとおりとします。 

（１）民設民営の休養施設等 

事業者が設置・所有して管理運営する屋根付きの休憩所及び屋根の下に整備・設置

する建具，舗装，ベンチ・テーブル，照明設備その他必要な公園施設をいい，飲食物

の提供等営業行為を行うことが出来るものとします。 

（２）民設民営の休養施設等の設置 

 事業者が，民設民営の休養施設等を，福岡市の承認・許可を得て事業区域内に，自

らの負担と責任で，設計及び工事を行い設置することをいいます。（以下「休養施設等

設置」という。） 

（３）設置管理許可  

福岡市が，都市公園法（以下「法」という。）第五条の規定に基づき，事業者に対し，
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事業区域内で民設民営の休養施設等を設置し管理することを認めて，与える許可のこ

とをいいます。 

（４）管理許可 

 福岡市が，法第五条の規定に基づき，事業者に対し，事業区域内の民設民営の休養

施設等以外の公園区域の公園施設を管理することを認めて，与える許可のことをいい

ます。 

 
 4 業務内容  

本事業において事業者が実施する業務は以下のとおりです。 

 水上公園整備実施設計（以下「公園設計業務」という。） 

 水上公園整備工事業務（以下「公園工事業務」という。） 

 民設民営の休養施設等の設置及び管理運営業務 

 水上公園維持管理業務（以下「公園維持管理業務」という。） 

  ※ 本募集要項中の「本事業」とは，上記の一連の業務全てをいいます。  

※ 本募集要項中の「事業者」とは，本事業を一括して行う，複数の企業で構成する

事業者コンソーシアムとします。 
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 5  事業対象地  
  ＜事業対象地＞ ※別紙２「位置図」参照 

 

 

 

 

 

 

 

  ＜経緯・現況等＞ 

歴史的経緯 ・昭和天皇御成婚記念事業として整備され，御成婚の日に記念公

園として開園 

・福岡市最初の街区公園 

彫刻等 ・福岡ライオンズクラブが「希望の泉」（噴水），彫刻「ホウオ

ウ」を寄贈（昭和36年）。 

・福岡中央ライオンズクラブが時計を寄贈（昭和39年）。 

・彫刻「風のプリズム」を設置。「福岡市彫刻のあるまちづくり

事業」による第１号作品（昭和58年）。 

記念樹 ・在日米軍司令官帰国の際，ハナミズキ3本を植樹（昭和30年）。 

・ボルドー市長来福を記念しトチノキを植樹（昭和58年）。 

イベント 

利用状況 

・「博多どんたく港まつり」時に観光桟敷席を設置（約880席） 

・保育集会，市民ウォークラリー等でも活用。 

・年間イベント利用日数 18日（平成24年度実績） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                 （福岡市博物館所蔵） 

項目 概要 

事業用地 福岡市中央区西中洲 水上公園 

敷地面積 １，２３６㎡ 

用途地域 
商業地域（建ぺい率80％，容積率400％） 

※公園における建ぺい率については第2 ２（２）参照 

その他 都市景観形成地区，準防火地域，駐車場整備地区 

造成当初と思われる水上公園の様子 
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 6  事業スケジュール及び流れ 
事業者の募集から，事業者の決定，工事着手，供用開始までの大まかなスケジュール

は，次のとおりです。 

○募集開始          平成 27年２月 27日（金） 

○提案書類の提出締切     平成 27年５月 13日（水） 

○事業者候補者選定・公表   平成 27年５月下旬 

○基本協定締結        平成 27年６月上旬 

○実施設計委託契約締結    平成 27年６月中旬 

○整備工事契約・着手     平成 27年 10月頃 

○設置管理許可        平成 28年６月頃 

○供用及び営業開始      平成 28年６月頃 

（１）事業提案の提出 

本募集への応募者は，以下の項目を記載した事業提案を提出していただきます。 

 Ⅰ 水上公園整備・管理運営事業基本計画 

 Ⅱ 民設民営の休養施設等の設置・管理運営計画 

 Ⅲ 水上公園実施設計業務委託額の提案及び実施方針 

Ⅳ 水上公園の整備工事に係る官民の役割分担及び実施方針 

Ⅴ 水上公園の維持管理に係る官民の役割分担及び実施方針 

 Ⅵ その他 

（２）事業者候補者の選定 

本事業者募集において提出された事業提案について，学識経験者等で構成する「水

上公園整備・管理運営事業者選定委員会（以下「選定委員会」という。）」で審査・評

価し，最優秀の 1者を事業者候補者として選定します。 

 

下水道工事前の水上公園 
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（３）基本協定の締結 

事業者候補者は，提案した事業提案に基づき，福岡市と協議の上，本事業を実施す

るための細目や役割分担等について，「水上公園整備・管理運営事業基本協定（以下「基

本協定」という。）」を締結します。基本協定締結後，事業者候補者は事業者となりま

す。 

（４）水上公園実施設計業務の実施 

事業者と福岡市は，「水上公園実施設計業務委託契約（以下「公園設計業務委託契約」

という。）」を締結し，事業者が提案した「水上公園整備・管理運営事業基本計画」に

基づき，福岡市と協議の上，公園設計業務を行っていただきます。 

（５）水上公園整備工事の実施 

事業者は，事業提案及び公園設計業務で決める役割分担に基づき，福岡市が費用を

負担する公園工事業務について，「水上公園整備工事請負契約（以下「公園工事請負契

約」という。）」を締結し，工事を行っていただきます。  

（６）民設民営の休養施設等の設置・管理運営 

事業者は，福岡市より，設置管理許可を得て，自らの負担で休養施設等を設置し，

管理・運営，飲食物の提供及びイベントの実施などの事業を行っていただきます。 

※都市公園法（抄） 

(公園管理者以外の者の公園施設の設置等) 

第五条 第二条の三の規定により都市公園を管理する者(以下「公園管理者」という。)以外の者は，都市公園に

公園施設を設け，又は公園施設を管理しようとするときは，条例(国の設置に係る都市公園にあつては，国土交通

省令)で定める事項を記載した申請書を公園管理者に提出してその許可を受けなければならない。許可を受けた事

項を変更しようとするときも，同様とする。 

 

（７）水上公園の維持管理の実施 

事業者は，（６）の設置管理許可を得た部分以外の公園区域全域について，福岡市よ

り，管理許可を得て維持管理を行っていただきます。 

 

 7  事業期間 
事業期間は，基本協定締結の日から民設民営の休養施設等の設置管理許可期間が満

了し原状復旧が完了後，保証金の精算が完了するまでの期間とします。 

 

 8  事業実施の前提条件 
本事業の実施は，水上公園に係る平成 27 年度予算が，平成 27 年３月の福岡市議会

で可決されることを前提とします。 
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第2  事業提案の作成にあたっての条件等 
提出していただく事業提案の作成にあたっては，下記の条件等を満たしてください。 

 

 1  共通事項 
（１） 本募集要項第 1「福岡市の都心部における水辺空間づくり」及び「整備・管理運営

事業者募集の目的」を踏まえた提案としてください。 

（２） 福岡市では，所期の目的を達成するため，都心部の那珂川，博多川，薬院新川沿

いの公園を一体的な公園として捉え事業を進めていくこととしています。今回の事

業者募集にあたっては，水上公園の直近の西中洲公園（821㎡）を水上公園と一体的

な公園として，福岡市公園条例（以下「条例」という。）第 3条に基づく水上公園の

区域の変更の公示（1,236㎡→2,057㎡）を行う予定です。なお，本事業の事業区域

は西中洲公園区域を含みません。 

（３） 「都市公園法」「建築基準法」「都市計画法」「福岡市公園条例」「福岡市福祉のま

ちづくり条例」その他関係法令に適合する提案としてください。 

 

 2  「Ⅰ 水上公園整備・管理運営事業基本計画」作成に関する条件 
事業提案において，水上公園整備・管理運営事業全体の基本計画（以下「基本計画」

という。）を作成していただきます。基本計画作成にあたっては，下記の点に留意してく

ださい。 

(1) 基本事項 

十分な現況把握及び敷地分析を行った上で，計画方針の設定，ゾーニング及び施設

の配置計画を検討し，基本計画図の作成を行ってください。なお，提案された基本計

画については，イニシャルコストやランニングコスト等を考慮して，実施設計業務の

際修正する場合があります。 

 ※別紙３「水上公園平面図」参照 

(2) 建ぺい率 

 都市公園内に公園施設として設置する建築物の建築面積には，別紙４「都市公園に

おける建ぺい率の特例」のような制限があります。 

 具体的には，区域変更後の水上公園の面積 2,057㎡に対して，建築可能面積は， 

○通常建ぺい率２％：約 41㎡まで， 

○休養施設であれば，通常建ぺい率２％＋特例 10％＝12％：約 246㎡まで， 

○壁を有しない高い開放性を有する建築物であれば， 

 通常建ぺい率２％＋特例 10％＋特例 10％＝22％：約 452㎡まで， 

となります。 

(3) モニュメント等 

 下水道占用工事前に水上公園に設置又は植栽されていた，①福岡ライオンズクラブ
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寄贈の彫刻「ホウオウ」，②「福岡市彫刻のあるまちづくり事業」による第１号作品彫

刻「風のプリズム」，③在日米軍司令官帰国の際植樹したハナミズキ 3本，④ボルドー

市長来福を記念し植樹したトチノキは，公園整備にあたり水上公園に復旧するため，

これらを含めた施設配置計画を検討してください。場所は復旧前と変更しても構いま

せん。なお，彫刻「風のプリズム」の設計にあたっては，作者の意向を十分踏まえて

設置する必要があるため，提案のとおり設置できない場合もあります。作者との調整

は福岡市が窓口となって進めます。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 堰操作室 

現存する「堰操作室」は都市公園を占用している河川管理施設であり，整備後も同

じ場所で機能を保持し管理できるような計画とする必要があります。緊急時には管理

車両が乗入れ可能となるよう，公園設計業務の中で福岡市と協議が必要となりますの

で，ご留意ください。なお，修景する提案も可能ですので，その場合は官民の費用分

担の考え方も提案してください。 

(5) 下水道管理施設 

水上公園の地下には，別紙５「下水道管理施設平面図・構造図」のとおり，都市公

園を占用する下水道管理施設が建造される予定ですので，ご確認ください。なお，下

彫刻「ホウオウ」 

ボルドー市長来福記念植樹 

「トチノキ」 

彫刻「風のプリズム」 

ボルドー市長来福記念植樹 

「トチノキ」 

在日米軍司令官帰国記念植樹 

「ハナミズキ」の碑 
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水道管理施設より下水管等の清掃作業を１年に１回２週間程度行い，維持管理上必要

に応じ下水道管理施設の機械類の修繕等を行います。車両による作業が可能となるよ

う，公園設計業務の中で福岡市と協議が必要となります。 

(6) 博多どんたく港まつり 
水上公園内には，別紙６「博多どんたく港まつり観光桟敷席設置例」のとおり，毎

年5月3日～4日に行われる「博多どんたく港まつり」の観光桟敷席が設置されるため，

整備後も引き続き設置できる施設計画としてください。なお，設置から撤去までの期

間は，4 月下旬から 2 週間程度です。また，実際の設置位置や設置時期は事業者と福岡

市，主催者の協議により決定します。 
(7) 河川護岸について 

計画にあたっては，既存の河川護岸に影響を与えないよう配慮してください。なお，

公園設計業務の中で河川管理者（福岡県）と協議が必要です。大規模な盛土や河川区

域で建築物等を設置する場合などに，河川管理者から護岸の安全性等について確認を

求められた場合，必要に応じて，事業者の費用負担により，現況護岸の調査や構造計

算等を行っていただく場合があります。 
また，那珂川側の護岸については，平成 27 年度から平成 28 年度にかけて，福岡県

による護岸修景工事が計画されています。公園設計業務及び公園工事業務の際には福

岡県と協議が必要となります。 
協議の際は市が窓口となります。 

(8) その他 
①上下水道 

・上水道の既存の引き込みは口径 25mmです。下水道については公園工事業務において

公園内まで引き込みます（口径 150ｍｍを想定）。 

・民設民営の休養施設等に必要な給水・排水設備の工事・設備費及び使用料金につい

ては事業者の負担となります。 

②電気 

・公園照明灯などの福岡市が負担する部分と，事業者の施設に必要で事業者の負担と

なる部分とは，分けて別々に引き込む必要があります。事業者が負担する部分につ

いては事業者が直接電気事業者と契約して料金を支払っていただきます。 

③ガス 

・公園施設として都市ガスの引き込みは行いません。事業者においてプロパンガス等

で対応していただきます。 

④自転車駐車場 

・公園利用者のために必要であれば，公園内に設置し，これを良好に管理運営してい

いただく必要があります。なお，公園を含む周辺一帯は，自転車放置禁止区域とな

っています。 

⑤通信関係 

・事業者において対応していただきます。 

⑥その他詳細は，実施設計時に協議して決定します。 
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 3 「Ⅱ 民設民営の休養施設等の設置・管理運営計画」に関する条件等 
事業者が自らの負担で，休養施設等を設置し，管理運営，飲食物の提供及びイベント

の実施などの事業を行っていただきます。事業提案にあたっての条件等については，以

下のとおりとします。 

(1) 基本事項 

事業者は，福岡市より，設置管理許可を得て，自らの負担と責任で休養施設等の設

置及び管理運営を行っていただきます。 

(2) 財産権 

事業者が設置する休養施設等の財産権は，事業者に帰属します。 

(3) 使用料徴収について 

休養施設等のうち，①事業者が飲食物等の提供区域として専用的に使用し，一般の

公園利用者は使用できない「飲食物の提供等営業行為を行う部分」については，条例

第 14条に定める土地の使用料（以下「使用料」という。）として，1㎡当たり 1月 900

円を福岡市へ支払っていただきます。そのため，事業提案において，平面図にその区

域と面積を明示してください。 

 また，②一般の公園利用者が自由に利用可能で，かつ本来の公園機能の効果を発揮

する「飲食物の提供等営業行為を行う部分以外の部分」については，使用料は全額免

除しますので，事業提案において，平面図にその区域と面積を明示してください。な

お，提案に関わらず，一般の公園利用者が自由に利用可能で，かつ本来の公園機能の

効果を発揮するかどうかの判断は，福岡市において行うこととします。 
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(4) 使用料の納付について 

使用料の発生時期は，本施設の供用開始日とします。初年度分の使用料は設置管理

許可申請時に，次年度以降の使用料は毎年度 4 月 30 日までに支払っていただきます。

また，条例第 13条に規定する申請手数料として，設置管理許可申請時（更新時を含む）

に，6,200円を支払っていただきます。 

ただし，上記の使用料から，６（３）で決定する維持管理費相当額を，条例第 21条

に基づき減免することとし，減免した額を支払っていただくこととします。 

(5) 施設の設置について 

公園施設に該当しない施設や公園への設置がふさわしくない施設の提案はできませ

ん。施設の設置にあたっては，以下の条件を満たすこととします。 

(a) 設計にあたっては，本事業の趣旨に則って行うものとし，福岡市と協議し，「民設

民営休養施設等事業計画書」を提出し，承認を受けることとします。なお，建築

面積については，前述２（２）建ぺい率のとおりです。 

(b) 建築物の設計及び工事については，建築設計及び建築工事の十分な実績がある企

業及び技術者により行っていただく必要があります。そのため，提案にあたって，

建築設計及び建築工事の実績を提出していただきます。また，事業者が建築設計

又は建築工事を実施する場合には，担当技術者の実績を記載した書類を福岡市に

提出し，承認を得る必要があります。 

(c) 設備機器等は，屋外に露出することのないよう目隠しを設置するなど，景観への

配慮を行ってください。 

(d) 公園内には，景観を阻害する物（看板，のぼり等）を設置することはできません。 

(e) 配置については，死角や暗がりをつくらないよう，公園の安全性に配慮し，外面

する建具等についても透明又は開放的なものとしてください。 

(f) 便所を設置する場合には，施設利用者のみならず，公園利用者が利用し易い形態

とするよう努めてください。なお，利用時間帯は休養施設の営業時間内でも構い

ません。 

(g) 施設の壁面に設置する常設サインは，屋号及びロゴ・マークのみとし，壁面にな

じむようにアクセント的に設けることとします。設置場所及びサイズは，福岡市

と協議のうえ決定します。なお，建物の外壁などへの張り紙などは，条例で禁止

しており，出来ません。 

(h) 太陽光発電装置や LED 照明，屋上・壁面緑化など環境に配慮した設備の使用に努

めてください。 

(i) 都心部にある公共施設であるため，公園利用者のみならず，来街者のサービス向

上に資する提案を期待します。 

(例)観光案内，公共情報発信，Wi-Fi，多言語表示など 
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(6) 施設の管理運営について 

   施設の管理運営にあたっては，以下の条件を満たすこととします。 

(a) 事業内容は，以下に該当するものは除きます。    

① 政治的又は宗教的な用途で，勧誘活動及び公園利用者が対象となることが予想

される普及宣伝活動等 

② 「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律」第２条に該当する業 

③ 青少年等に有害な影響を与える物販，サービス提供等 

④ 騒音や悪臭など，著しく周辺環境を損なうことが予想される行為 

⑤ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する団

体(以下「暴力団」という。)及びその利益となる活動を行う者の活動 

⑥ 上記の他，公園利用との関連性が低く，本市が必要とみなすことができないと

判断する行為 

(b) 飲食物や商品等の提供にあたっては，公園区域内であることに鑑み選定するもの

とし，事前に福岡市の承認を得ることとします。 

(c) 営業時間については，特に制限はありません。ただし，周辺にホテルやマンショ

ン等があることから，夜間や早朝に大きな音を出さない，過度な照明は行わない等

の配慮を行ってください。 

(d) 公園利用者にとって常に快適な空間となるよう，きめ細やかな清掃等を行ってく

ださい。 

(e) 事業者は本事業の趣旨に鑑み，イベント等を自ら企画・実施するよう努めてくだ

さい。事業者が設置管理許可区域内でイベントを実施する場合，原則として２か月

前までに，福岡市へ「イベント計画書」を提出する必要があります。なお，イベン

トの実施は，設置管理許可区域内に限らず公園全域で可能ですので，詳細は本募集

要項 P.18及び P.19の第 2の６(4)～(5)を参照してください。 

 公園内であるため，イベント実施にあたっては，下記の条件に適合する必要があ

ります。この条件に適合しない場合は，イベント内容を修正していただく又は実施

出来ない場合があります。なお，事業者が主催するイベントについては，条例第６

条の２に定める公園使用料及び条例第 18 条に定める占用料は，条例第 21 条に基づ

き全額減免とします。 

①法，条例，その他関係法令を遵守すること。 

②都市公園の設置目的に照らして妥当であると認められること。 

③公園の利用者に著しく支障とならないこと。 

④騒音の発生など，近隣住民や道路交通等に迷惑を及ぼす又は支障とならないこと。 

⑤営利のための広告・宣伝，物品販売等を目的としたイベントでないこと。 

（公益に資するイベントであること。） 

⑥事故の発生の恐れがないこと。 
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⑦暴力団及びその利益となる活動を行う者の利益となると認められないこと。 

⑧その他，公園管理上支障とならないこと。 

(f) 事業者以外の者より，当該設置管理許可区域内で条例第４条第１項に記載する行

為（イベント等）を行いたいとの申し出があった場合は，福岡市はその内容を審査

し，上記(e)の条件に適合する場合は，原則として事業者と調整の上，許可を与える

こととします。この場合，福岡市は条例第６条の２に定める公園使用料及び条例第

18条に定める占用料を，許可者（事業者以外の者）より徴収するものとします。 

    ただし，(3)①事業者が飲食物等の提供区域として専用的に使用し，一般の公園利

用者は使用できない「飲食物の提供等営業行為を行う部分」については，福岡市は

事業者と協議の上，営業に支障となる場合は，原則として許可しないこととします。 

 

 4  「Ⅲ 水上公園実施設計業務委託額の提案及び実施方針」に関する条件等 
 

上記３の設置管理許可を得た部分以外の公園区域全体について，事業者が提案した額

に基づき，事業者と福岡市は，「水上公園実施設計業務委託契約」を締結し，事業者が提

案した「水上公園整備・管理運営事業基本計画」に基づき，福岡市と協議の上，公園設

計業務を行っていただきます。水上公園実施設計業務委託の仕様書案は，別紙 11 設計業

務委託仕様書（案）のとおりです。 

そこで，公園設計業務委託の費用について，2,292千円（税別）の範囲内で提案してく

ださい。なお，費用の積算にあたっては，公表されている設計業務等標準積算基準や「福

岡市土木工事実施設計単価表」（公募開始時点の最新版）等に基づき行ってください。  

 

 5  「Ⅳ 水上公園の整備工事に係る官民の役割分担及び実施方針」に関する条件等 
 

事業者は，事業提案及び公園設計業務で決める役割分担に基づき，福岡市が担当する

公園工事業務について，上記４の公園設計業務により作成した図面，仕様書等及び積算

額で，福岡市と公園整備工事請負契約を締結し，工事を行っていただきます。  

そこで，水上公園の整備工事に係る官民の役割分担について，①「事業者が工事費を

負担する部分」と②「福岡市が工事費を負担する部分」を平面図及び断面図で明示する

とともに，概算工事費について，①と②を分けて提案してください。工事費の上限額は，

①は特に定めず，②は 40,000千円（税別）の範囲内とします。なお，費用の積算にあた

っては，公表されている土木工事標準積算基準や「福岡市土木工事実施設計単価表」（公

募開始時点の最新版）等に基づき行ってください。 
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 6  「Ⅴ 水上公園の維持管理に係る官民の役割分担及び実施方針」に関する条件等 
（１）【1】標準的な維持管理業務に係る費用の提案について 

事業者は，上記３の設置管理許可を得た部分以外の公園区域全体について，福岡

市より，公園施設の管理許可を得て，別紙７「公園緑地維持管理業務共通仕様書」

（以下「維持管理仕様書」という。）及び関係法令等に基づき，維持管理を行ってい

ただきます。 

標準的な公園の維持管理業務の項目，管理単価及び管理頻度の目安は，下記の表

のとおりです。その維持管理費用として，条例第 21 条に基づき，上記３(3)の使用

料より減免します。減免額は年間 250千円（税別）の範囲内とします。 

そこで，下記の表を参考として，年間 250 千円（税別）の範囲内で，維持管理費

用相当額を提案してください。 

【2】要求水準以上の維持管理業務の提案について 

事業者は，公園内の美観を常に保つため，維持管理仕様書で求める要求水準以上

の維持管理業務を積極的に行ってください。 

そこで，その内容や管理頻度，考え方等について提案書に記載してください。 

なお，花壇設置は必須ではなく提案によりますが，維持管理経費については，上

記減免額（年間 250 千円（税別）の範囲内）の費用に含まれていないので，事業者

と別途協議して決定します。 

※維持管理業務にあたり，必要な手続きや提出書類，提出頻度等は，事業者と別途協

議して決定します。 

＜標準的な維持管理業務の項目，管理単価及び管理頻度の目安＞ 

維持管理項目 管理単価（税別） 管理頻度 

日常清掃 330円/100㎡ 月 1回程度 

側溝清掃 780円/ｍ(人力清掃，鋼製蓋) 必要時 

集水桝人力清掃 1,800円/箇所 必要時 

草刈 

 

除草 

70 円/㎡（肩掛式ｶｯﾀｰ径 225mm

飛び石防護有） 

60円/㎡（複合除草（街区公園）） 

年 3回程度 

芝刈 20円/㎡（ロータリーモア） 年 3回程度 

中低木剪定 220円/本（H=100cm未満） 年 1回程度 

低木寄せ植え刈込 150円/㎡（H=60未満） 年 1回程度 

高木剪定 2,600円/本 

（冬期剪定 C=60cm未満） 

数年に 1回程度 

病害虫駆除 310円/本（高木 C=60cm未満） 必要時 

花壇管理 約 28,000円/㎡ 植替えは年 4回程度，

除草，灌水は随時  



18 
 

施設の軽微な修繕 16,000円/回 

（緊急特殊管理 B） 

必要時 

(参考) 平成 26 年度に警固公園で行った軽微な修繕は

以下のとおりです。 

①漏水調査・配管清掃 22,700円 

②車止め蓋復旧 118,400円 

③植栽 94,500円 

④支柱移設 38,900円 

 なお，1 件当たり「緊急特殊管理 B」を超える施設の

修繕は，福岡市が行います。 

公園内巡回・点検 

利用指導・安全管理 

利用者要望対応 

（店舗従業員による対応等） 随時 

なお，この管理許可に係る使用料は，条例第 21条に基づき全額減免とします。 

（２） 維持管理・運営業務のうち，福岡市が行う業務又は支払う公共料金等は，以下の

とおりです。ただし，民設民営の休養施設等の部分は除きます。 

【福岡市が行う業務】 

(a)事業者以外が条例第４条第１項に基づき行う行為の許可 

(b)法第六条に基づく占用許可 

(c)施設の営業時間外の緊急対応 

(d)災害時の対応 

(e) 1件当たり「緊急特殊管理 B」を超える施設の修繕 

【福岡市が支払う公共料金】 

(a)照明灯電気料金 

(b)上下水道料金 

（３） （１）に記載の減免する維持管理費相当額は，（１）の提案額を参考にしながら，

整備する公園施設の内容に基づき，事業者と福岡市が協議の上決定します。ただし，

基本協定締結後，福岡市の指示により事業提案と比べ維持管理の内容に大幅な変更

が生じた場合及び物価の大幅な変動等外的要因により維持管理経費相当額に変更が

生じた場合は，協議の上，維持管理経費相当額を変更する場合があります。 

（４） 事業者は本事業の趣旨に鑑み，イベント等を自ら企画・実施するよう努めてくだ

さい。事業者が管理許可区域内でイベントを実施する場合，原則として２か月前ま

でに，福岡市へ「イベント計画書」を提出する必要があります。公園内であるため，

イベント実施にあたっては，下記の条件に適合する必要があります。この条件に適

合しない場合は，イベント内容を修正していただく又は実施出来ない場合がありま

す。なお，事業者が主催するイベントについては，条例第６条の２に定める公園使
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用料及び条例第 18条に定める占用料は，条例第 21条に基づき全額減免とします。 

① 法，条例，その他関係法令を遵守すること。 

② 都市公園の設置目的に照らして妥当であると認められること。 

③ 公園の利用者に著しく支障とならないこと。 

④ 騒音の発生など，近隣住民や道路交通等に迷惑を及ぼす又は支障とならない

こと。 

⑤ 営利のための広告・宣伝，物品販売等を目的としたイベントでないこと。 

（公益に資するイベントであること。） 

⑥ 事故の発生の恐れがないこと。 

⑦ 暴力団及びその利益となる活動を行う者の利益となると認められないこと。 

⑧ その他，公園管理上支障とならないこと。 

（５） 事業者以外の者より，当該管理許可区域内で条例第４条第１項に記載する行為（イ

ベント等）を行いたいとの申し出があった場合は，福岡市はその内容を審査し，上

記（４）の条件に適合する場合は，原則として事業者と調整の上，許可を与えるこ

ととします。この場合，福岡市は条例第６条の２に定める公園使用料及び条例第 18

条に定める占用料を，許可者（事業者以外の者）より徴収するものとします。 

 

  



20 
 

第3  事業実施にあたっての条件等 
事業実施にあたっては，下記の条件等を満たしてください。 

 

 1  関係法令等  
  事業者は，本事業の実施にあたり，「都市公園法」「建築基準法」「都市計画法」「福岡 

市公園条例」「福岡市福祉のまちづくり条例」その他関係法令，及び「設計業務等標準積

算基準書」「土木工事標準積算基準」「福岡市土木工事実施設計単価表」「福岡市土木工事

共通仕様書」「福岡市土木工事施工管理の手引き」「福岡市建築工事特記仕様書」「福岡市

建築工事施工の手引き」「公園緑地維持管理業務標準仕様書」その他関係図書等を遵守し

てください。  

なお，それぞれの内容に相違がある場合の優先順位は，次のとおりとします。  

①関係法令 

②基本協定書  

③質問回答書  

④水上公園整備・管理運営事業者募集要項（以下「募集要項」という。）  

⑤その他関係図書等 

 

 2  基本協定にあたっての条件等 
事業者候補者は，提案した事業提案に基づき，福岡市と協議の上，本事業を実施する

ための細目や役割分担等について，基本協定を締結します。 

基本協定書の案は，別紙８「水上公園整備・管理運営事業基本協定書（案）」のとおり

です。 

基本協定締結後，事業者候補者は事業者となります。 

 

 3  民設民営の休養施設等の設置にあたっての条件等 
(1) 設計について 

(a) 設計にあたり，必要な調査や法令等の手続きは，事業者の負担で事業者が行いま

す。 

(b) 事業者は，設計に着手する前に，担当技術者の実績を記載した書類を福岡市に提

出し，承認を得ることとします。 

(c) 事業者は，福岡市へ設計の進捗状況や内容について随時報告し，必要な協議を行

うものとします。 

(2) 工事について 

(a) 事業者は，工事に着手する前に，福岡市へ民設民営の休養施設等の施設の詳細図

面，事業内容，管理運営計画等を記載した事業計画書（以下「休養施設等事業計画

書」という。）及び担当技術者の実績を記載した書類を福岡市に提出し，承認を得る
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こととします。休養施設等事業計画書に記載すべき内容は，別途指示します。なお，

募集要項や事業提案その他関係法令等に適合していない場合は，福岡市は事業者に

休養施設等事業計画の修正を求めることが出来るものとします。 

(b) 工事実施にあたり，必要な調査や法令等の手続きは，事業者の負担で事業者が行

います。 

(c) 福岡市は，工事内容が事業計画と齟齬がないか等，施工状況の確認を行うことが

出来るものとします。なお，休養施設等事業計画との齟齬が生じていた場合は，事

業者に対して，補修又は改修を求めることが出来るものとします。 

 

 4  水上公園整備実施設計業務の実施にあたっての条件等 
事業者は，基本協定締結後速やかに，「水上公園整備実施設計業務委託契約」を締結し

ていただきます。この契約額は，事業提案による提案額及び内訳を基に，福岡市におい

て，契約時における最新の設計業務等標準積算基準や「福岡市土木工事実施設計単価表」

等に基づき積算を行い決定します。 

事業者が，公園設計業務委託契約に基づき行う業務については，事業者が提案した「水

上公園整備・管理運営事業基本計画」に基づき，業務委託契約書及び関係法令等を遵守

しながら，福岡市の監督員の指示に従い，実施していただきます。 

設計業務の遂行にあたっては，公園設計の十分な経験がある管理技術者（設計業務の

技術上の管理等を行う者をいう。）により行う必要があります。また，設計内容は，公園

管理者との協議が必要となります。 

設計完了後，事業者は，委託契約書に基づき，福岡市の完了検査を受けなければなり

ません。 

※別紙９「水上公園実施設計業務委託契約書（案）」 

※管理技術者は，技術士（総合技術監理部門（建設）又は建設部門）又はこれと同等

の能力と経験を有する技術者，あるいはシビルコンサルティングマネージャ（以下「Ｒ

ＣＣＭ」という。）の資格保有者でなければならない。 

※別紙 11「設計業務委託仕様書（案）」 

 5  水上公園整備工事の実施にあたっての条件等 
事業者は，公園設計業務完了後，速やかに，公園整備工事請負契約を締結していただ

きます。この契約額は，事業提案による提案額及び公園設計業務の成果品を基に，福岡

市において，契約時における最新の土木工事標準積算基準や「福岡市土木工事実施設計

単価表」等に基づき積算を行い決定します。 

事業者が，公園整備工事請負契約に基づき行う業務については，工事請負契約書及び

関係法令等を遵守し，福岡市の監督員の指示に従い，工事を行っていただきます。 

工事にあたっては，公園工事の十分な経験と資格を有する技術者を現場代理人として

配置する必要があります。 
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工事完了後，事業者は，工事請負契約書に基づき，福岡市の完了検査を受けなければ

なりません。  

  ※別紙 10「水上公園整備工事請負契約書（案）」 

 

 6  民設民営の休養施設等の管理運営及び水上公園の維持管理にあたっての条件等 
事業者は，民設民営の休養施設等の管理運営及び水上公園の維持管理について，別紙

７「公園緑地維持管理業務共通仕様書」及び関係法令等を遵守のうえ，良好に，かつ公

園利用者が公平かつ平等に利用できるよう十分に配慮するとともに，創意工夫をもって

行ってください。 

また，効果的・効率的に維持管理・運営を行うため，事業者は，次の項目を記載した

「民設民営休養施設等管理運営計画」及び「水上公園維持管理計画」を作成し，初年度

は供用開始日の 1 か月前までに，次年度以降は前年度の２月末日までに，福岡市へ提出

し承認を得る必要があります。なお，その他水上公園の維持管理業務にあたり，必要な

手続きや提出書類，提出頻度等は，事業者と別途協議して決定します。 

(1) 民設民営休養施設等管理運営計画（案） 

(a) 運営計画 

①運営方針 

②運営形態 

③安全対策（防火・防犯・防災など） 

④環境対策（騒音・振動対策など）  

(b) 維持管理計画 

①維持管理方針 

②樹木，草花等植物育成管理（ある場合のみ） 

③清掃，刈草など美観の保持 

④建築物，設備等保守，消防点検等 

⑤巡視，点検 

⑥警備，巡回（不法・迷惑行為・苦情要望への対応等） 

  (c)イベント計画 

 ①イベント企画・運営方針 

    ②運営形態・体制 

    ③実施工程及び実施プログラム 

    ④安全対策（防火・防犯・防災など） 

    ⑤環境対策（騒音・振動対策など） 

(d)広報・宣伝計画 

 ①広報・宣伝活動方針 

 ②広報宣伝活動形態・体制 
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(e)緊急時の体制及び対応 

(f)職員配置計画 

(g)配置する職員に対する研修計画 

(h)収支計画 

(i)その他，良好な管理運営に関すること 

(j)事業内容の報告（更新申請時のみ） 

①(a)～(i)に関する実施状況 

②施設関連内訳の実施状況 

③資金調達計画の実施状況 

④事業計画の実施状況 

(2) 水上公園維持管理計画（案） 

(a) 維持管理計画 

    ①維持管理方針 

②樹木，草花等植物育成管理 

③清掃，刈草など美観の保持 

④設備等保守点検等 

⑤巡視，点検 

⑥警備，巡回（不法・迷惑行為・苦情要望への対応等） 

⑦安全対策（防火・防犯・防災など） 

⑧駐車，駐輪対策 

⑨環境対策（騒音対策など） 

(b) 植物育成管理その他専門業務を担当する協力企業名，責任者名及び資格等 

(c)緊急時の体制及び対応 

(d)その他，良好な維持管理に関すること 

 

 7  事業期間及び事業評価等に関する条件等 
(1) 事業期間及び許可期間 

事業期間は，基本協定締結の日から民設民営の休養施設等の設置管理許可期間が満

了し原状復旧が完了後，保証金の精算が完了するまでの期間とします。 

事業者は，基本協定締結後，福岡市と公園設計業務委託契約を締結し公園設計業務

を行います。 

その完了後，事業者は福岡市と公園整備工事請負契約を締結するとともに，福岡市

は事業者が提出する民設民営休養施設等事業計画を承認し，事業者に工事着手してい

ただきます。 

その後，事業者は，供用開始する日の 1 か月前までに民設民営休養施設等設置管理

許可申請を行い，福岡市より許可を得る必要があります。設置管理許可の期間は，当
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初は 10 年以内，その後は 3 年ごとの更新とし，最長 4 回の更新で 22 年間まで継続す

ることが可能です。 

また，上記の設置管理許可区域以外の公園区域全体について，事業者は，上記設置

管理許可と同時に管理許可を得る必要があります。管理許可の期間は，上記設置管理

許可の期間と同じ期間とします。 

ただし，設置管理許可及び管理許可については，福岡市が実施する事業評価で支障

があると判断された場合には，更新することはできません。 

設置管理許可又は管理許可が取り消された場合，設置管理許可又は管理許可を更新

しない場合，事業を途中で中止する場合の事業期間の終了日は，福岡市が定め，別途，

事業者に通知します。  

法その他法令等の規定やその変更により，福岡市が許可を更新しない場合でも，事

業者は福岡市に補償や損害賠償を請求することはできません。 

(2) 維持管理・運営に関する事業報告書の提出及び事業評価 

事業者は，「民設民営の休養施設等の管理運営計画」及び「水上公園維持管理計画」

に基づく管理運営・維持管理の状況を記載した「事業報告書」を作成し，毎年度終了

後 30日以内に提出していただきます。また，同時に事業者の最新の財務諸表を提出し

ていただきます。福岡市は，事業報告書を基に，以下のような視点で，事業評価を実

施いたします。 

①事業提案や本事業の趣旨に沿った事業内容が展開されていたか。 

②基本協定の締結内容に則した事業内容が展開されていたか。 

③施設の維持管理の不備により，第三者に危害を加えることがなかったか。 

④公園施設を破損することがなかったか。 

⑤公園利用者の利用，騒音，臭気等に十分配慮されていたか。 

⑥公園全体の維持管理が適切に行われていたか。 

⑦ごみ，資材等の処分，片づけが適切に行われていたか。 

⑧安定的，継続的に事業を継続できる状況であるか。 

⑨その他，水上公園の魅力向上に貢献していたか。 

なお，福岡市が必要と認める場合は，事業の状況について，事業者に報告を求める

場合があります。福岡市は，報告により，本事業が適切に実施されていないと認める

場合は，事業者に対しその改善を指示することができ，事業者はその指示に従うもの

とします。 
 

 8  リスク分担 
(1) 責任及びリスク分担の考え方  

本事業における責任及びリスク分担の考え方は，事業者が実施する業務については，

事業者が責任をもって遂行し，業務に伴い発生するリスクについては，原則として事
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業者が負うものとします。ただし，福岡市が責任を負うべき合理的な理由がある事項

については，福岡市が責任を負うものとします。  

(2) 予想されるリスクと責任分担  

福岡市と事業者の責任分担は，原則として別紙８「基本協定書（案）」のとおりとし

ます。「基本協定書（案）」に示されていない事項については，双方の協議により定め

ることとします。 

(3) その他注意事項  

・施設・機器等の不備又は施設管理上の瑕疵等による事故への対応のため，事業者はリ

スクに応じた保険（施設賠償保険など）に加入するものとします。 

なお，福岡市の公の施設は，「全国市長会市民総合賠償補償保険」に加入しており，管

理業務に起因する賠償責任についても，本保険の対象となります。ただし，民設民営

の休養施設等については，財産権が事業者に帰属するため，この保険の対象外となり

ます。 

「全国市長会市民総合賠償補償保険」 

ア  保険契約者：福岡市 

イ  保険期間：毎年（自動更新） 

ウ  てん補限度額： 

身体賠償 
1名につき 1億円以上 

1事故につき 10億円以上 

財物賠償 1事故につき 2,000万円以上 

エ  補償する損害：次の事故により、市民等の生命もしくは身体が害され、また

は市民等の財物が滅失・き損もしくは汚損された場合において、本市が法律上

の賠償責任を負担することによって被る損害。 

(a)市が所有、使用または管理する施設に起因する偶然な事故 

(b)市業務に起因する偶然な事故 

(c)市が福祉施設・保養施設において生産、販売または提供する飲食物に起因

する偶然な事故 

・公園内の管理・運営業務（定期的な点検など）に伴い，事業者の事業に休業等が発生

した場合など，いかなる理由においても，福岡市は事業者に対して補償を行いません。 

・ 公園内及び周辺におけるイベント等の開催に伴い，事業者の事業に損失等が発生した

場合など，いかなる理由においても，福岡市は事業者に対して補償を行いません。  

    

 9  私権の制限  
私権の制限については，別紙８「基本協定書（案）」第 25条のとおりです。 
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 10  第三者の使用等 
事業者が所有する民設民営の休養施設等を第三者に使用させる場合（一時使用の場合

は除く）は，借地借家法第 38 条に基づく定期建物賃貸借契約によるものとし，契約内容

等について事前に本市の確認を得てください。 

なお，その他制限については，別紙８「基本協定書（案）」を確認してください。 

 

 11  委託の禁止等  
事業者は，本事業の全部を第三者に委託し，又は請け負わせてはなりません。事業者

は，本事業の一部を第三者に委託する場合は，事前に書面をもって福岡市へ申請し，承

諾を得なければなりません。また，福岡市の許可を得て，本事業の一部を第三者に委託

する場合，事業者の責任において，当該委託先に別紙８「基本協定書（案）」の規定を遵

守させてください。 

 

 12  保証金等 
（１） 事業者は，公園使用料その他設置管理許可にかかる事業から生じる債務の担保と

して，事業者が所有する民設民営の休養施設等の撤去・処分費相当額を，一括もし

くは分割で，福岡市に保証金等として預託していただきます。保証金等の納入時期

等については，別紙８「基本協定書（案）」のとおりです。 

    なお，公園設計業務委託及び公園整備工事請負契約にかかる保証金等については，

福岡市の契約関係法令に則って取り扱うこととします。 

    ※本事業における保証金等とは，以下のとおりとします。 

・保証金の納付 

・国債または地方債の提供（電子債権を除く） 

・市長が確実と認める金融機関の保証（出資の受入れ，預り金及び金利等の取

締りに関する法律第３条に規定する金融機関（銀行，信託会社，農業組合等）

による債務不履行時の損害金の支払い保証） 

・保証事業会社の保証（公共事業の前払金保証事業に関する法律第２条第４項

に規定する債務不履行時の損害金の支払い保証） 

・損害保険会社による履行保証保険 

・損害保険会社による工事履行保証証券 

（２） 保証金等は，基本協定期間中，福岡市が無利息でお預かりし，事業者による原状

回復が完了した後，未払い等の債務があればその弁済に保証金等を充当した残額を

返還します。 

 

 13  原状回復の義務 
（１） 民設民営の休養施設等について，事業者は，事業期間終了後（設置管理許可等を
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取り消しまたは更新しない場合，事業者が事業を途中で中止する場合を含む），６月

以内の福岡市が指定する期日までに，事業区域(及び事業者の責により汚損もしくは

破損した部分)を，速やかに原状回復するとともに，福岡市の立会いのもとで福岡市

に返還していただきます。ただし，福岡市が次期事業者を選定し，事業者と次期事

業者との間で，事業者が有する権利の譲渡が確実になされることが見込まれ，かつ，

これらの譲渡について本市が事前に同意した場合は，この限りではありません。 

 なお，休養施設等設置工事中の解約，事業中止に関しての用地の原状回復の取り

扱いについては，別途協議により決定することとします。 

（２） 公園工事業務中の解約，事業中止に関しての用地の原状回復の取り扱いについて

は，工事請負契約書によります。 

（３） 事業者は，原状回復について，次の項目について遵守する必要があります。  

(a) 事業者は，原状回復工事の設計業務について，設計の進捗状況や内容を報告し，

福岡市の確認を受けてください。  

(b) 原状回復の内容については，民設民営の休養施設等の撤去を想定していますが，

原状回復工事の設計時に福岡市と事業者が協議して決定するものとします。 

(c) 事業者は，原状回復工事の設計完了後，現場での工事着手までに，設計内容等の

必要書類を書面により福岡市に提出し，承諾を得てください。  

(d) 事業者は，原状回復工事の設計完了時に，上記書面の内容が事業条件等に適合し

ているか否かについて，福岡市の完成確認を受けてください。事業者は，福岡市の

完成確認後，承諾を得られれば原状回復工事に着手することができます。なお，福

岡市が事業条件等の内容を満たしていないと判断した場合は，事業者に対し，設計

内容の修正を求めることができることとします。  

（４） 事業者が原状回復を行わない場合は，福岡市は，事業者に代わり原状回復工事を

行い，その費用を事業者へ請求できるものとします。 

 

 14  事業内容等の変更 
事業者が，本協定に基づく事業の実施内容をやむを得ず変更する必要がある場合は，

事業者は相当の期間を設けて福岡市と協議を行った上で，相当な理由が存すると認め

られる場合に限って，福岡市の承諾を得て事業の内容を変更することができます。な

お，開業後の事業内容の変更は，原則，設置管理許可及び管理許可の更新時とします。

また，構成員を脱退もしくは追加する場合は，事前に福岡市の承諾を得る必要があり

ます。 
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 15  事業の中止  
事業提案書や基本協定書，設置管理許可又は管理許可の許可条件等に反するなど，

本事業の目的から逸脱し，福岡市からの再三の警告等が発せられても改善が見られな

い場合は，事業を中止していただくことがあります。 

また，事業者は，経営状況の悪化などにより事業の継続が困難と判断される場合に

は，事業を中止する日の６か月前までに，本市に対して書面により申請を行った上で，

基本協定の解除及び事業の中止を行うことができることとします。 
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第4  応募者に必要な要件 
 

 1  応募者の構成等 
(1) 応募者の定義 

① 応募者は，事業の実施に必要な資力，信用，技術的能力，管理能力及び実績

を有する複数の企業 (以下「構成員」という。)によって構成されるコンソー

シアム(以下「コンソーシアム」という。)とします。 

② 応募者は，本事業の公園設計業務を行う企業（以下「設計企業」という。）1

社，公園工事業務を行う企業（以下「建設企業」という。）1社及び維持管理・

運営を行う企業（以下「管理運営企業」という。）1社の合計 3社以上により

構成されるものとします。 

(2) コンソーシアム協定の締結等 

① 応募者は，本事業に応募するのに先立ち「コンソーシアム協定書」（様式３）

を締結していただきます。 

 ② 応募及び事業に必要な諸手続き等を一貫して担当する企業(以下「代表企業」

と いう。)をあらかじめ定め，応募登録申込書（様式１）に記載していただ

きます。 

③ 代表企業は，本プロポーザルへの応募手続きや事業者となった場合の諸手続

き等を含め福岡市との調整・協議等における窓口となるほか，本事業に係る

コンソーシアム内の全ての調整等の責任を負うものとし，福岡市への登録及

び提出並びに福岡市からの通知等については，原則として全て代表企業を通

して行うこととします。 

  ただし，公園設計業務委託契約については設計企業が，公園整備工事請負契

約については建設企業が，それぞれ福岡市と契約を締結し，また設置管理許

可及び管理許可については，管理運営企業へ福岡市が許可を与えるため，そ

れぞれの企業が窓口及び責任企業となって事業を実施するものとします。 

④ コンソーシアムの構成員及びコンソーシアムの構成員と資本関係又は人的関

係のある者は，他のコンソーシアムの構成員となることはできません。 

 

 2  応募者に必要な資格 
(1) 応募資格 

   【共通事項】 

    コンソーシアムの構成員は，以下に示す要件を全て備えていることとします。 

① 次に掲げる事項に該当していないこと。 

ア 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の４の規定に該当

する者ではないこと。 
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イ 参加表明書の受付締切日から落札者決定までの間に，福岡市競争入札参

加停止等措置要領（以下「措置要領」という。）に基づく競争入札参加停止，

競争入札参加資格取消及び排除措置を受けていない者，又は措置要領に規

定する措置要件に該当している者ではないこと。 

ウ 措置要領別表第３に該当する者ではないこと。 

エ 会社更生法（平成 14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申し立て

がなされている者又は民事再生法（平成 11年法律第 225号）に基づき再生

手続開始の申し立てがなされている者（手続開始の決定がなされ，競争入

札参加資格の再認定を受けた者を除く。），銀行取引停止になっている者等，

経営状況が著しく不健全であるものと認められないこと。 

オ 最近３年間の市町村税を滞納していないこと。 

カ 最近３年間の消費税及び地方消費税を滞納していないこと。 

キ 事業者選定委員会の委員又は委員が属する企業と資本面又は人事面にお

いて密接な関連がある者ではないこと。 

ク 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成４年法律第 77号）

及び福岡市暴力団排除条例（平成 22年福岡市条例第 30号）第２条第２号

に規定する暴力団員ではない事業者，又は，法人でその役員に暴力団員に

該当する者のない事業者，若しくは，同条例第２条第１号に規定する暴力

団又は暴力団員と密接な関係を有する事業者ではないこと。 

   【設計企業の参加資格要件】 

設計企業は，以下に示す要件を全て備えていることとします。 

① 参加資格確認日において「福岡市競争入札有資格者名簿（委託：土木設計）」

に登録されていること。 

② 公園設計の十分な経験を有する管理技術者を配置できること。 

【建設企業の参加資格要件】 

建設企業は，以下に示す要件を全て備えていることとします。 

① 建設工事の種類に応じて必要となる建設業法（昭和 24年法律第 100号）に

定める許可区分の建設業の許可を有し，かつ当該許可に係る経営事項審査を

受けており有効な総合評価値を有していること。 

② 参加資格確認日において「福岡市競争入札有資格者名簿（工事：造園又は

一般土木）」に登録されていること。 

③ 現場代理人に，公園工事の十分な経験を有する者を配置できること。 

【民設民営の休養施設等の建築設計企業及び建築工事企業の参加要件】 

  民設民営の休養施設等の建築設計及び建築工事を実施する企業は，以下に示す

要件を全て備えていることとします。 

なお，コンソーシアムへ参加するか，協力企業として参加するかは問いません。 
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また，以下の要件を全て満たせば，上記の設計企業又は建設企業が兼ねても構

いません。 

  ① 建築設計及び建築工事の十分な実績を有すること。 

  ② 建築設計の場合，建築設計の十分な経験を有する管理技術者（設計業務の

技術上の管理等を行う者をいう。）を配置できること。 

  ③ 建築工事の場合，現場代理人に，建築工事の十分な経験を有する技術者を

配置できること。 

④ 建設工事の種類に応じて必要となる建設業法（昭和 24年法律第 100号）

に定める許可区分の建設業の許可を有し，かつ当該許可に係る経営事項審査

を受けており有効な総合評価値を有していること。 

(2) 応募に関する留意事項 

① 提出された書類の内容を変更することはできません。（ただし，軽微な変更を除く。） 

② 応募書類に虚偽の記載があった場合は，失格とします。 

③ 応募書類は理由の如何を問わず，返却しません。 

④ 応募申請後に辞退する場合は，辞退届（様式 10）を提出してください。 

⑤ 応募に関して必要な費用は，応募者の負担とします。 

⑥ 福岡市が提示する設計図書等の著作権は福岡市及び作成者に帰属し，応募者の提

出する書類の著作権はそれぞれの応募者に帰属するものとします。なお，本事業

において公表する必要がある場合，その他福岡市が必要と認めるときは，福岡市

は提出書類の全部又は一部を無償で使用できるものとします。 

⑦ 福岡市が必要と認めるときは，追加書類の提出を求める場合があります。 

⑧ 福岡市が提供する資料等は，申請にかかわる検討以外の目的で使用若しくは，第

三者に開示することを禁じます。 

⑨ 応募書類は，福岡市情報公開条例（平成 14年３月 28日条例第３号）第２条第２

号に定める公文書となるため，選定結果にかかわらず情報公開の対象となります。 

(3) その他 

事業者は，コンソーシアムの構成員や下請け，資材調達にあたって，積極的に地

場企業を活用してください。 
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第5  応募手続き等 
 

 1  応募の手続き 
（１）募集・選定のスケジュール 

募集・選定のスケジュールは下記を予定しています。 

項目 時期 

募集要項等の配布 平成 27年２月 27日(金)～４月 24日(金) 

説明会の開催 平成 27年３月６日（金） 

質問の受付 平成 27年３月６日(金)～４月 24日（金） 

質問への回答 平成 27年３月６日（金）～４月 30日(木)（予定） 

応募書類等の受付 平成 27年５月７日(木)～５月 13日(水) 

プレゼンテーション及びヒアリング 平成 27年５月下旬（予定） 

事業者候補者の決定 平成 27年５月下旬（予定） 

協定の締結 平成 27年６月上旬（予定） 

それぞれの詳細については，以下のとおりです。 

（２）募集要項等の配布 

募集要項等は，下記の期間に，福岡市のホームページに掲載しますので，ダウンロ

ードしてください。窓口での配布は行いません。 

【ＨＰアドレス】

http://www.city.fukuoka.lg.jp/jutaku-toshi/ryokkasuishin/business/suijyo

kouen-1_3.html 

【掲載期間】 平成 27年２月 27日（金）から４月 24 日（金）まで 

（３）説明会の開催 

本件に関して，希望者に対して説明会を行います。説明会では募集要項の補足説明

等を行う予定です。 

なお，説明会に参加いただかなくても事業者募集に応募することは可能です。また，

参加しないことにより審査において不利になることはありません。 

① 開催日時・場所 

日時：平成 27年３月６日(金) 午前 10時から午前 11時まで（予定） 

場所：福岡市役所本庁舎 15階 1504会議室（予定） 

② 参加申込み方法 

説明会に参加希望の場合は，３月３日（火）までに，電子メールで，下記の記

載事項を記入の上，お申し込みください。説明会に参加できる人数は，１企業２

名以内とします。電子メールの件名には，「水上公園整備・管理運営事業者募集説

明会参加希望」と記載してください。 

【メールアドレス】 midorisuishin.HUPB@city.fukuoka.lg.jp 
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【電子メール記載事項】 

 ・団体名，代表者職氏名    

・説明会参加者氏名 

・連絡担当者名，電話番号，電子メールアドレス 

（４）質問の受付・回答 

募集要項等について質問がある場合は，様式１「質問書」に記載の上，以下の期間

内に，電子メールで送付してください。受け付けた質問に対する回答は，随時，福岡

市ホームページに掲載します。 

【メールアドレス】 midorisuishin.HUPB@city.fukuoka.lg.jp 

【質問受付期間】  平成 27年３月６日（金）から４月 24日（金）まで 

（５）応募書類の受付期間及び受付時間 

応募書類は，以下期間内に，下記まで持参してください。なお，提出期限後におけ

る応募書類の変更及び追加は認めません。 

【提出期間】 平成 27年５月７日（木）から５月 13日（水）まで 

          ただし，土曜日及び日曜日は除く。 

【提出時間】    午前９時から午後５時まで 

【提出窓口】 福岡市住宅都市局みどりのまち推進部みどり推進課 

 （下記「問い合わせ先」参照） 

 

 2  応募書類 
（１）応募書類及び提出部数 

応募者は以下の書類を提出してください。 

記載にあたっては，本募集要項「第２ 事業提案の作成にあたっての条件等」を満

たしているか確認できるよう漏れの無いように記載してください。 

   【応募登録書類】 

    提出部数は３部（正本１部，写し２部。ただし，③は写しのみ３部。）とします。 

名称 様式 内容等 

①応募登録書申込書 様式２  

②誓約書 様式３  

③コンソーシアム協定書 様式４  

④事業者別状況調書 様式５  

⑤事業者の経理状況調書 様式７  

⑥申し込み添付資料   

 ｱ 会社約款 様式自由  

 ｲ 商業登記簿謄本及び 

代表者の印鑑証明書 

各種証明書 直近１か月以内のもの 
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 ｳ 会社概要書 様式自由 本事業と同種又は類似事業の

実績も添付 

 ｴ 事業報告 関係法令に定める様式 直近３事業年度分 

 ｵ 会社法に定める計算書類 

とキャッシュフロー計算書 

関係法令に定める様式 直近３事業年度分 

 ｶ 法人税申告書 関係法令に定める様式 直近３事業年度分 

 ｷ 納税証明書の写し 

（市町村税，消費税及び地方消費

税） 

各種証明書 直近３事業年度分 

⑦公園設計及び公園工事の 

 事業実績調書 

様式自由 本募集要項第 4 に定める設計

企業及び建設企業 

⑧建築設計及び建築工事の 

事業実績調書 

様式自由 民設民営の休養施設の建築設

計企業及び建築工事企業 

⑨建設業許可等の状況 様式６ 本募集要項第 4 に定める建設

企業及び民設民営の休養施設

の建築工事企業 

    ※④～⑥は，コンソーシアムの構成員全てについて提出してください。 

 

   【事業提案書類】 

    以下に示す事項を項目が分かるよう明記の上順に整理し，A3版横のファイルに綴

って， 11部提出してください。なお，書類には，全体に渡って応募者名が特定でき

ないようにしてください。 

項目 様式 内容 

事業提案書表紙 様式自由 表現自由 

目次 様式自由 表現自由 

Ⅰ水上公園

整備・管理

運営事業基

本計画 

(ｱ ) 水上公園整

備・管理運営事業

基本計画説明書 

様式自由 

 

計画方針（事業全体のコンセプト，水上公園の目指

す姿，景観・デザインの考え方，求められる機能と

その構成，利用者層や需要予測，管理運営の考え方，

事業実施体制等），ゾーニング（動線，入口の考え

方等），施設の配置の考え方（彫刻，植栽を含む）

等を，文章，図面，イラスト，写真等で説明するこ

と。 

(ｲ ) 水上公園基

本計画図 

様式自由 平面図，断面図及びイメージパースを作成するこ

と。 

Ⅱ民設民営

の休養施設

(ｱ)施設の管理・

運営計画 

様式自由 施設について，コンセプト，業務の内容（運営形態，

メニュー及び価格帯，営業日，営業時間，利用者の
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等の設置・

管理運営計

画 

イメージなど），集客に対する考え方，維持管理計

画，その他工夫する事項等を記載すること。 

(ｲ)施設の諸元及

び平面図・立面図 

様式自由 諸元は，施設の建築面積・規模・構造・外装・内装

仕上げ，席数等を記載すること。 

図面には，主要な寸法を記入すること。 

(ｳ)経費内訳書 様式８ 施設等の設置及び維持管理等にかかる関連経費の

内訳を記載すること。 

(ｴ)公園使用料 

の額 

様式自由 平面図に①「飲食物の提供等営業行為を行う部分」

と②「飲食物の提供等営業行為を行う部分以外の部

分」を明示しその面積を，また，福岡市へ支払う公

園使用料の額を記載すること。 

(ｵ)損益・資金 

収支計画書 

様式９ 損益計算書及び資金収支計画書について記載する

こと。 

Ⅲ水上公園整備実施設計業務

委託額の提案及び実施方針 

様式自由 福岡市が負担する，民設民営施設を除く公園区域全

体の実施設計業務委託の費用とその内訳を記載す

ること。 

また，設計業務の実施方針，確実な実施のための方

策，その他設計業務における工夫等について具体的

に記載すること。 

Ⅳ水上公園の整備工事に係る

官民の役割分担及び実施方針 

様式自由 

(概査工事

費算出の

参考様式

11) 

公園整備工事に関する官民役割分担について，①

「事業者が工事費を負担する部分」と②「福岡市が

工事費を負担する部分」を平面図及び断面図で明示

するとともに，概算工事費とその内訳について①と

②を分けて記載すること。 

また，公園工事業務の実施方針，確実な実施のため

の方策，その他工事実施の際の工夫等について具体

的に記載すること。 

Ⅴ水上公園の維持管理に係る

官民の役割分担及び実施方針 

様式自由 民設民営の休養施設等を除く公園区域全体の維持

管理について，維持管理の実施方針，確実な実施の

ための方策，その他維持管理の際の工夫等について

具体的に記載すること。また，使用料から減免する

維持管理費用相当額を記載すること。 

さらに，維持管理仕様書で求める要求水準以上の業

務について，その内容や管理頻度，考え方等につい

て記載すること。  

Ⅵその他 (ｱ)イベント計画 様式自由 民設民営の休養施設等及び公園内で実施するイベ
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ントについて，その考え方を記載するとともに，想

定しているイベントについて，内容，想定するイベ

ント参加者等の詳細を記載すること。 

(ｲ)業務実施体制

及びスケジュー

ル 

様式自由 事業全体の実施体制及び各業務の実施体制，技術者

や有資格者配置の考え方，基本協定締結から公園の

供用開始までのスケジュール等を記載すること。 
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第6  選定プロセス 
 

 1  選定方法 
学識経験者等で構成する「水上公園整備・管理運営事業者選定委員会（以下「選定委

員会」という。）」において，提出された応募書類に基づき審査・評価を行います。選定

委員会では，「２．評価の視点」に基づき，事務局による事前審査及び各委員が採点した

結果を基に協議を行い，最優秀１者と次点１者を選定します。事業者候補者は，選定委

員会の結果を踏まえて，福岡市が決定します。 

選定委員は以下のとおりです。 

なお，公募開始から事業者候補者選定までの間に，選定委員に接触を試みた場合は，

参加資格を失うものとします。 

【選定委員会委員名簿】 

 

 2  評価の視点 
（１）事務局による基礎審査 

事務局による基礎審査は，以下の項目に基づき行います。 

なお，審査において不可があった場合は，失格となります。 

項目 審査事項 審査 

Ⅰ 水上公園

整備・管理運

営事業基本計

画 

計画方針 

ゾーニング 

施設配置計画 

基本計画図 

○募集要項等の条件を満たしているか。 可 

・ 

不可 

Ⅱ 民設民営

の休養施設等

の設置・管理

運営計画 

施設計画 

管理運営計画 

○募集要項等の条件を満たしているか。 

 

可 

・ 

不可 

Ⅲ 水上公園整備実施設計業 ○募集要項等の条件を満たしているか。 可 

氏名 
（順不同，敬称略） 

所属・役職名 

柴田 久 福岡大学工学部社会デザイン工学科教授 

末廣 香織 九州大学人間環境学研究院都市・建築部門准教授 

西川 真水 西日本短期大学緑地環境学科准教授 

八島 雄士 九州共立大学経済学部経済・経営学科教授 

町田 一彦 福岡市住宅都市局都市づくり推進部長 

大谷 雄一郎 福岡市住宅都市局みどりのまち推進部長 
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務委託額の提案及び 

実施方針 

○公園設計の実績があるか。 

○実施方針が適切か。 

・ 

不可 

Ⅳ 水上公園の整備工事に係

る官民の役割分担及び 

実施方針 

○募集要項等の条件を満たしているか 

 

可 

・ 

不可 

Ⅴ 水上公園の維持管理に 

係る官民の役割分担及び 

実施方針 

○募集要項等の条件を満たしているか。 可 

・ 

不可 

Ⅵ その他 業務実施体制

及びスケジュ

ール 

○安定，連携して業務を実施する体制となってい

るか。 

○業務遂行に必要な技術者や有資格者を責任者と

して配置しているか。 

○責任分担は明確か。 

○市との連絡体制は確実か。 

○実現可能なスケジュールか。 

○募集要項に示す営業開始日に間に合うか。 

可 

・ 

不可 

※ 審査において不可があった場合は，失格とする。 

 

（２）選定委員会による評価の視点 

選定委員会による評価は，以下の項目及び視点に基づき行います。 

項目 評価の視点 配点 

Ⅰ 水上公園

整備・管理運

営事業基本計

画 

計画方針 ○事業全体のコンセプトが本事業の目的に合致しているか。 

○水上公園の目指す姿が明確かつ都市計画マスタープランや

本事業の目的に合致しているか。 

○景観・デザインの考え方が明確か，人目を引いて公園に入

りたくなるか，周辺と調和しているか。 

○水上公園に求められる機能，水上公園の利用者層や需要予

測の把握が的確か。 

○管理運営を効果的・効率的に行う考えが示されているか。 

３０ 

ゾーニング 

施設配置計画 

○求められる機能が無駄なく効果的に配置されているか。 

○動線や入口など，利用しやすいゾーニングとなっているか。 

○必要な施設が過不足なく効果的に配置されているか。 

○利用しやすい施設配置となっているか。 

○緑化がなされているか，緑の量は多いか，効果的に緑化さ

れているか。 

○緑化以外の修景に配慮されているか。 
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○安全性，ユニバーサルデザインの配慮はあるか。 

Ⅱ 民設民営

の休養施設等

の設置・管理

運営計画 

施設計画 ○景観・デザインが，本事業趣旨にふさわしく，魅力的か。 

○環境への配慮があるか。 

○建築に十分な経費を掛けているか。 

○建築設計及び建築工事の十分な実績があるか。 

３５ 

管理運営計画 ○必要な管理運営項目が計画されているか。 

○業務内容が本事業趣旨にふさわしく，魅力的か。 

○利用者サービスの向上の工夫があるか。 

○環境や景観への配慮があるか。 

○バランスよく経費を掛けているか。 

○本事業と同種又は類似施設の管理運営実績があるか。 

損益・資金収

支計画 

○収支計画は適切か。 

○継続的に事業実施可能な計画となっているか。 

Ⅳ 水上公園の整備工事に係

る官民の役割分担及び 

実施方針 

○官民の役割分担が明確かつ実現可能か。 

○整備工事の提案額は現実的か。 

○必要な項目に必要な額が計上されているか。 

○実施方針が適切か。（工事を行うにあたっての考え方が示さ

れているか。市との連絡調整は充分図られるか。） 

○公園整備工事の実績があるか。 

１０ 

Ⅴ 水上公園の維持管理に 

係る官民の役割分担及び 

実施方針 

○官民の役割分担が明確かつ実現可能か。 

○維持管理費の提案額は現実的か。 

○実施方針が適切か。（維持管理を行うにあたっての考え方が

示されているか。市との連絡調整は充分図られるか。） 

○維持管理上の創意工夫があるか。 

○維持管理費や全体の収支計画と公園使用料の額とのバラン

スは良いか。 

○公園や緑地の維持管理の実績があるか。 

１０ 

Ⅵその他 イベント計画 ○賑わいを創出する魅力的なイベント計画が提案されている

か。 

○日常の賑わい創出が考慮されているか。 

○実現可能な提案か。 

１５ 

業務遂行能力 ○業務遂行のための経営基盤を有しているか。 
Ⅶ 総合評価 ○事業全体が総合的に優れているか。 １０ 

合  計 110 
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 3  プレゼンテーション及びヒアリングの実施 
選定委員会における審査・評価にあたっては，応募者によるプレゼンテーション及び

選定委員によるヒアリングを行います。 

実施方法や日時，場所，注意事項等については，別途応募者に通知します。 

 

 4  結果の公表 
事業者候補者は，平成 27年５月下旬に決定する予定です。審査結果は応募者全員に

文書で通知し，決定した事業者候補者名は福岡市ホームページで公表します。 

なお，審査内容及び結果に関する問い合わせや異議等には，一切応じません。 

 

 

問い合わせ先 

      福岡市中央区天神１丁目８-１（福岡市役所４階） 

      福岡市 住宅都市局みどりのまち推進部 みどり推進課 

      TEL 092-711-4424  FAX 092-733-5590  

      E-mail：midorisuishin.HUPB@city.fukuoka.lg.jp 
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